
行政経営評価（施策評価）

６－① 医療

６－② 防災・消防

６－③ 防犯・交通安全

■まちづくりの視点

■成果指標と現状
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成果指標と現状の分析

「地域で自らの生活の安全を守る」という性格が強い防災・防犯
などの分野と、主にかかりつけ医の範囲内での取組が求められる
医療分野を【学区・生活圏域コミュニティ】に該当する分野と捉
えます。
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自主防災組織の活動カバー率

防災・消防
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外来 302.5人

指標名

（対象分野） （基準年度） （2028年度目標値）

５年後 １０年後

（2021年度目標値） （2023年度目標値）

現状

（最新）

医療の分野では、銚子市立病院の１日当たり患者数の値が順調に推移し、目標値を上回っている。
防災・消防の分野では、指標の値が順調に推移している。自主防災組織の活動カバー率は、近隣市町と比較すると著しく低い水準であり、今後
も更なる取組の推進が必要である。2024年５月には、地域の防災士による銚子防災会が設立された。町内会に対する周知・啓発のほか、防災士
の知識向上と交流の活性化を図っていく。消防力の充実・強化のため、2024年度は災害対応ドローン１機を導入した。
防犯・交通安全の分野では、人口１万人当たり交通事故発生件数が継続的に目標値を超えている。交通事故の発生を抑止するため地域に根ざし
た交通マナー・ルールの徹底を図っていく必要がある。

コミュニティの視点
（生活と空間）

６．学区・生活圏域

施策分野 目指すべき姿

医療提供体制の維持を図ることにより、市民が良好な医療サービスを受けられるまち

自助・共助・公助の役割分担により防災体制が整っており、消防団も含めた消防力が十分に整備さ
れた、安全安心に暮らせるまち

市民と行政が連携した取組により犯罪が起こりにくい環境が整備され、また交通安全対策が図られ
た、安全安心に暮らせるまち

市民の視点 学校等の地域拠点を媒介として多角的な交流をつくる

行政の視点 安心安全な地域づくりに取り組む

協働の視点 多様な地域づくり主体の横のつながりをつくる

３年後計画策定時
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（2024年度）
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（2024年度）
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（2024年度）

59.7件
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自主防災組織育成経費 危機管理室

6-(2)-2自主防災体制の強化

○
○

2,039

地域防災計画

「共助」の要である自主防災組織の設立及び育成・活性化を図るとともに、防災士の資質の向
上を図る。

自主防災組織、防災士

自主防災組織を設立する際の資機材購入費などに対し補助する。また防災士の資質向上を図る
ためのフォローアップとして、防災ワークショップを開催する。

1,209 240 969

自主防災組織の設立数

防災ワークショップ開催数

5団体

1団体

20％

5団体

1団体

20％

1回

1回

100％

1回

1回

100％

自主防災組織の活動カバー率

自主防災組織がある町内の世帯数／全世帯数

10.0％

11.15％

111.5%

6.3％

7.0％

111.1％

自主防災組織が新たに1団体が設立され資機材購入費を補助した。また、銚子防災士会の設立総会後の基調講演を防災
士向けワークショップとして開催し、防災士の知識向上、交流の活性化に効果があった。

高い 高い 高い
A:計画どおりに事業を進めることが適当 拡充

・自主防災組織の活動カバー率が他市町に比べて著しく低い状況である。
・自主防災組織の主単位である町内会（役員）の高齢化

・町内会への啓発を継続するとともに、補助金制度の周知を図り設立を支援する。
・自主防災組織のリーダーとなる防災士の育成を図る。
（R6.5　地域の防災士による　銚子防災士会を設立）
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災害用給水設備整備経費 危機管理室

6-(2)-3防災対策の充実

―
○

7,414

地域防災計画

災害時による大規模な断水時においても、市民の飲料水、生活用水を確保する。

市内指定避難所、指定緊急避難場所

防災拠点に非常用給水栓や災害時用井戸を設置することで災害時における飲料水や生活用水の
確保を図る。

6,589 3,294 2,900 297 98

直結給水栓整備数

防災用井戸整備数

1箇所

1箇所

100％

19箇所

3箇所

15.8％

4基

2基

50％

―

―

―

指定避難所である銚子市保健福祉センター（１箇所）に水道管直結型の災害用給水栓を設置した。
指定避難所（31箇所）のうち4箇所に防災用井戸の設置を予定していたが、設置後の適正な維持管理が難しい施設や、
構造上などの理由で、防災井戸設置工事が行えない施設があり、令和6年度は1箇所（2基）の設置となった。

高い 高い 高い
A:計画どおりに事業を進めることが適当 維持

避難場所・避難所の中には給水設備を設置しても適正な維持管理が難しいなど、一律に設置できない現状がある。
また、学校の統廃合や地域の事情により避難場所・避難所が変更になることもあり、最低限必要な飲用水は別途備蓄しておく必要が
ある。また、生活用水についても防災用井戸を設置することで、大規模な断水や停電が長期化した場合でも必要な生活用水を確保す
ることが必要であるが、地下水の確保が可能な場所であることに加え、設置に向けた調整に時間を要する場合がある。

状況把握に努めながら、計画的に給水体制整備を図る。飲料水は最低限必要量を備蓄し、併せて災害時には応急給水を
活用する。
生活用水については、災害時協力井戸の登録の推進を図っていく。
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消防署車両整備経費 消防総務課

6-(2)-4消防力の充実・強化

―
○

48,145

消防車両更新計画

老朽化した消防車両を更新整備し、消防体制の万全を図る。

市民

更新計画に基づき、老朽化した消防車両の更新整備を行う。
令和6年度は、老朽化した消防ポンプ自動車1台の更新整備を図った。

48,143 44,700 3,443

消防ポンプ自動車購入

1台

1台

100％

1台

1台

100％

消防体制を確保するため、計画的に車両の更新整備を実施した。

高い 高い 高い
A:計画どおりに事業を進めることが適当 維持

車両の更新計画期間が長く、老朽化が著しい車両も見受けられ、結果的に経費の増加を招く恐れもでている。

老朽した消防車両及び資器材の更新を進める。実情に合った車両及び資機材の配備、更新の計画を費用対効果を見極め
ながら検討する。
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災害対応ドローン整備事業経費 消防総務課

6-(2)-4消防力の充実・強化

―
―

4,743

―

災害対応におけるドローンを活用して、大規模災害及び常時発生する災害に対し俯瞰的な情報収
集や交通途絶場所など、情報収集は非常に有効である。
災害時のみならず危険物施設や急傾斜地危険区域などの点検に際しても活用できることから、消
防力の強化を目的に整備する。

市民

防災分野におけるドローンの活用はめまぐるしく、平成２８年熊本地震では行方不明者の捜索に使用さ
れ、県内でも３１本部のうち２２本部（約７０％）で整備しており、災害活動などに運用されている。
消防防災分野においてドローンを活用するため、令和６年度に１機、令和７年度に１機の合計２機を整
備予定とし、併せて操縦するライセンスを取得させるため職員の養成を図る。

4,187 3,200 987

ドローン機体整備

ライセンス取得（民間資格）

1機

1機

100％

―

―

―

4人

4人

100％

―

―

―

高い 高い 高い
A:計画どおりに事業を進めることが適当

維持（令和7年度末
休止予定）

新規分野であることから、飛行するための法規制等の職員への教養、安全な飛行をするための訓練が必要。
電子機器であるため、定期的なメンテナンスに経費がかかる。

ライセンス取得した職員が教養を実施することで、職員へ法規制等の周知を図る。
また、月2回程度の飛行訓練を実施する。
定期的なメンテナンスを行うことで、安全で安定した飛行を実施する。
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消防団車両整備経費 消防総務課

6-(2)-4消防力の充実・強化

―
○

17,600

消防車両更新計画

老朽化した消防車両を更新整備し、消防体制の万全を図る。

市民

更新計画に基づき、老朽化した消防車両の更新整備を行う。
令和6年度は、老朽化した小型動力ポンプ付積載車2台（第1分団第2部　高神、第9分団第3部
宮原）の更新整備を図った。

17,531 882 15,700 949

小型動力ポンプ付積載車購入

2台

2台

100％

―

―

―

消防体制を確保するため、計画的に車両の更新整備を実施した。

高い 高い 高い
A:計画どおりに事業を進めることが適当 維持

車両の更新計画期間が長く、老朽化が著しい車両も見受けられ、結果的に経費の増加を招く恐れもでている。

老朽化した消防車両及び資器材の更新を進める。実情に合った車両及び資器材の配備、更新の計画を費用対効果を見極
めながら検討する。
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実績値

事

業

の

実
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成
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事

業

費

予算現額 決算額
財源内訳

国庫支出金 県支出金 市債 その他

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

　 事業成果指標項目

達成率

目標／実績
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事業内容
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事務事業名 所管

事

業

の

概

要

総合計画上の位置づけ

関連計画

目的

対象

共同指令センター機器更新経費 消防総務課

6-(2)-7消防の広域化

―
○

34,500

ちば消防共同指令センター指令システム全体更新計画

指令システムの24時間365日の安定稼働を図るため、令和6年4月で運用開始から11年が経過す
る現行システム機器を全体更新する。

市民

千葉市消防局内に設置されている「ちば消防共同指令センター」の指令システムの安定稼働を
図るため、各消防本部側に設置されている機器を含め現行システムを更新し、令和8年度当初
からの運用開始を予定している。

32,510 32,500 10

１１９番通報受報件数（年中）

隣接応援件数（隣接市町村へ応援出動した件数〔年中〕）

隣接受援件数（隣接市町村から応援を受けた件数〔年中〕）

―

3,974件

―

ー

4,099件

ー

ー

0件

ー

ー

3件

ー

ー

36件

ー

ー

49件

ー

24時間365日の安定稼働が図られるよう早期の機器更新が必要で、現状は、予定通り事業が進められている。

高い 高い 高い
A:計画どおりに事業を進めることが適当

縮小（令和8年度末
休止予定）

総事業費約45億円の大規模な整備であり、「ちば消防共同指令センター」を構成する20消防本部の負担金も高額なもの
となる。

千葉市ほか10市1町8一部事務組合消防指令事務協議会から機器の全体更新計画が示され、令和8年4月の運用開始に向け
協議を進めている。
機器整備に係る負担金については、できるだけ有利な地方債の活用など、財源の確保に努める。



：総合戦略

：その他（ )

（単位：千円）

（ )

（ )

達成率

目標値

実績値

達成率

令和６年度
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目標値

実績値
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実績値
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目標値
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必要性 有効性

実績値

事

業

の

実

績

と

成

果

　 活動指標項目

事

業

費

予算現額 決算額
財源内訳

国庫支出金 県支出金 市債 その他

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、本欄のみ記載

　 事業成果指標項目

達成率

目標／実績

一般財源

事業内容

行政経営評価シート

事務事業名 所管

事

業

の

概

要

総合計画上の位置づけ

関連計画

目的

対象

避難行動要支援者支援経費 危機管理室

6-(2)-9災害時における要援護者の支援

―
○

550

地域防災計画

避難行動要支援者の円滑かつ迅速な避難の確保を図る。

避難行動要支援者（災害時に自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難
の確保を図るために特に支援を要する者）

避難行動要支援者の個別避難計画作成に係る業務を福祉関係者に委託する。

380 189 191

避難行動要支援者個別避難計画の作成

100件

69件

69％

100件

68件

68％

要支援者名簿からを町内会単位でリストアップし、関係者と協議を実施した。
令和6年度中に作成を予定していた69件分は全て完了した。

高い 高い 高い
A:計画どおりに事業を進めることが適当 維持

個別避難計画の作成には、避難支援等関係者（町内会、自主防災組織、民生委員など）の協力が必要不可欠であり、非
常に多くの時間と労力を要する。また、地域には高齢者が多く、避難支援者の確保が非常に困難な状況である。

個別避難計画を作成していく中で町内会や民生委員、福祉事業者の避難支援に対する意識やつながりを強化する。


